
犬山市議会第２６号議案 
 

   令和７年度犬山市下水道事業会計予算 

 

 （総 則） 

第１条 令和７年度犬山市下水道事業会計の予算は、次に定めるところによる。 

 

 （業務の予定量） 

第２条 業務の予定量は、次のとおりとする。 

(1) 処理戸数            １９，９００戸 

(2) 年間総排水量       ５，１３０，０００立方メートル 

(3) 一日平均排水量         １４，０５５立方メートル 

 

 （収益的収入及び支出） 

第３条 収益的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める。 

   収   入 

 第１款 下水道事業収益   １，８８０，０４１千円 

  第１項 営業収益       ６２２，４６５千円 

  第２項 営業外収益    １，２５７，５７２千円 

  第３項 特別利益             ４千円 

   支   出 

 第１款 下水道事業費用   １，８４８，０４１千円 

  第１項 営業費用     １，７３５，４６４千円 

  第２項 営業外費用      １０８，９４６千円 

  第３項 特別損失           ６３１千円 

  第４項 予備費          ３，０００千円 

 

 （資本的収入及び支出） 

第４条 資本的収入及び支出の予定額は、次のとおりと定める（資本的収入額が資本的

支出額に対し不足する額５０６，８３７千円は、過年度分損益勘定留保資金１４１，

０８３千円、当年度分損益勘定留保資金２６９，９６１千円、建設改良積立金３７，

４２４千円、過年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額５５，４７０千円並び

に当年度分消費税及び地方消費税資本的収支調整額２，８９９千円で補てんするもの

とする。）。 
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収   入 

 第１款 資本的収入     １，６４４，７７２千円 

  第１項 企業債        ９８４，０００千円 

  第２項 出資金        ２２２，０２１千円 

  第３項 補助金        ３８９，０４４千円 

  第４項 負担金等        ４９，７０７千円 

 

   支   出 

 第１款 資本的支出     ２，１５１，６０９千円 

  第１項 建設改良費    １，４３０，３３４千円 

  第２項 企業債償還金     ７２１，２７５千円 

 

 （企業債） 

第５条 起債の目的、限度額、起債の方法、利率及び償還の方法は、次のとおりと定め

る。 

起債の目的 
限度額 

（千円） 
起債の方法 利率 償還の方法 

流域下水道事業 53,300 

普通貸借 

又は 

証券発行 

年 3.00％ 

以内 

 借入れの日から据置期

間を含めて４０年以内に

償還する。 

 なお、都合により償還

期限を短縮し、又は繰上

償還若しくは低利借換え

をすることができる。 

公共下水道事業 919,500 

農業集落排水事業 11,200 

計 984,000    

 

 （一時借入金） 

第６条 一時借入金の限度額は、９００，０００千円と定める。 

 

 （議会の議決を経なければ流用することのできない経費） 

第７条 次に掲げる経費については、その経費の金額を、それ以外の経費の金額に流用

し、又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は、議会の議決を経なけれ

ばならない。 

 (1) 職員給与費   ８２，６８３千円 
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（他会計からの補助金） 

第８条 下水道事業に助成するため、一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は、 

７１２，１７９千円である。 

 

  令和７年２月２５日提出 

 

犬山市長 原  欣 伸  
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犬山市議会第２６号議案添付 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
令 和 ７ 年 度 

 

 

 

 

犬山市下水道事業会計予算に関する説明書 
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単位：千円　　

予 定 額 備　　　考

1 下水道事業収益 1,880,041

1 営業収益 622,465

1 下水道使用料 572,195

2 農業集落排水処理 5,027

施設使用料

3 雨水処理負担金 28,929

4 負担金 1

5 その他営業収益 16,313

2 営業外収益 1,257,572

1 他会計補助金 611,635

2 補助金 15,000

3 長期前受金戻入 600,817

4 消費税還付金 30,001

5 受益者負担金 10

延滞金

6 受益者分担金 1

延滞金

7 雑収益 108

3 特別利益 4

1 過年度損益修正益 2

2 その他特別利益 2

令和７年度　 犬山市下水道事業会計予算実施計画 （税込み）

収益的収入及び支出

　収　入

款 項 目
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単位：千円　　

予 定 額 備　　　考

1 下水道事業費用 1,848,041

1 営業費用 1,735,464

1 汚水管渠費 105,864

2 雨水管渠費 6,970

3 処理場費 18,277

5 普及指導費 15,389

6 業務費 48,698

7 総係費 60,324

8 流域下水道維持管 523,259

理負担金

9 減価償却費 945,579

10 資産減耗費 11,104

2 営業外費用 108,946

1 支払利息及び 107,844

企業債取扱諸費

2 消費税及び 1,001

地方消費税

3 雑支出 101

3 特別損失 631

4 過年度損益修正損 630

　　　 5 その他特別損失 1

4 予備費 3,000

1 予備費 3,000

　支　出

款 項 目
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単位：千円　　

予 定 額 備　　　考

1 資本的収入 1,644,772

1 企業債 984,000

1 企業債 984,000

2 出資金 222,021

1 出資金 222,021

3 補助金 389,044

1 他会計補助金 100,544

2 補助金 288,500

4 負担金等 49,707

1 受益者負担金 34,704

2 受益者分担金 1

3 工事負担金 15,001

4 下水道整備協力金 1

単位：千円　　

予 定 額 備　　　考

1 資本的支出 2,151,609

1 建設改良費 1,430,334

1 汚水管路建設費 759,935

2 雨水管路建設費 398,903

3 汚水管路改良費 197,933

5 処理場建設改良費 3,432

6 営業設備費 16,680

8 流域下水道建設 53,451

負担金

2 企業債償還金 721,275

1 企業債償還金 721,275

　支　出

款 項 目

資本的収入及び支出

　収　入

款 項 目

-496-



(単位：千円)

　１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 2,949

　　　減価償却費 945,579

　　　固定資産除却費 11,104

　　　貸倒引当金の増減額(△は減少) 0

　　　引当金の増減額(△は減少) 4,308

　　　長期前受金戻入額(△は益) △ 600,817

　　　支払利息 107,844

　　　未収金の増減額(△は増加) △ 89,168

　　　未払金の増減額(△は減少) 17,547

　　　前受金の増減額 0

　　　　小　　計 399,346

　　　利息の支払額 △ 107,844

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 291,502

　２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 △ 1,309,622

　　　国庫・県補助金による収入 264,997

　　　他会計補助金による収入 97,986

　　　受益者負担金による収入 32,343

　　　受益者分担金による収入 1

　　　工事負担金による収入 14,299

　　　下水道整備協力金による収入 1

　　　未収金の増減額(△は増加) 0

　　　未払金の増減額(△は減少) 319

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 899,676

　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債による収入 984,000

　　　企業債の償還による支出 △ 721,275

　　　他会計からの出資による収入 222,021

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 484,746

 

　資金増加額（又は減少額） △ 123,428

　資金期首残高 390,267

　資金期末残高 266,839

(令和７年４月１日から令和８年３月３１日まで)

令和７年度　犬山市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書 （間接法）
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給　　与　　費　　明　　細　　書

　　特　　　別　　　職

期末手当
（千円）

(年間支給
(人) (千円) (千円) 率(月分)) (千円) （千円) （千円) (千円) (千円)

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

計 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

7 252 0 0 0 0 252 0 252

計 7 252 0 0 0 0 252 0 252

0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

△ 7 △ 252 0 0 0 0 △ 252 0 △ 252

計 △ 7 △ 252 0 0 0 0 △ 252 0 △ 252

比
　
　
　
較

長 等

議 員

そ の 他
の

特 別 職

前
　
年
　
度

長 等

議 員

そ の 他
の

特 別 職

区　　分
職員数

給　　　　　　　与　　　　　　　費

法  定
福利費

合　計
備考

報　酬 給　料
地域
手当

その他の
手    当

計

本
　
年
　
度

長 等

議 員

そ の 他
の

特 別 職
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　　一　　　般　　　職

  (1) 総　　　括

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

8 1,857 35,951 31,470 69,278 13,405 82,683

(1)

7 1,747 31,258 26,540 59,545 11,349 70,894

(1)

1 110 4,693 4,930 9,733 2,056 11,789

(0)

　（　）内は、短時間勤務職員を外書き

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　  当

時間外勤務
手　　　当

宿日直手当
夜間勤務
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 1,434 2,761 0 667 16 2,155 0 0

前 年 度 1,530 2,091 0 517 16 1,729 0 0

職員手当 比    較 △ 96 670 0 150 0 426 0 0

の 内 訳
休日勤務
手　  当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当
管理職員特
別勤務手当

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 45 2,043 9,494 8,002 3,773 1,080 0 31,470

前 年 度 0 2,043 7,934 6,712 3,368 600 0 26,540

比    較 45 0 1,560 1,290 405 480 0 4,930

(注) 　本年度の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法定福利費（以下「期末手当等」という。）には、翌年度の
支給（支払）見込額のうち本年度の負担に属する額（賞与引当金繰入額：5,425千円〔期末手当：2,951千円、勤
勉手当：2,474千円〕、法定福利費引当金繰入額：1,079千円）が含まれ、退職手当には、本年度の期末要支給額
のうち本年度の負担に属する額（退職給付引当金繰入額：3,771千円）が含まれる。
　前年度の期末手当等には、同様に前年度の負担に属する額（賞与引当金繰入額：4,621千円〔期末手当：2,518
千円、勤勉手当：2,103千円〕、法定福利費引当金繰入額：904千円）が含まれ、退職手当には、退職給付引当金
繰入額3,366千円が含まれる。

区　　分

区    分

本 年 度

前 年 度

比    較

備     考区   分
職 員 数

給　　　与　　　費
法定福利費 合 　計
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  ア　会計年度任用職員以外の職員

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

8 0 35,951 30,758 66,709 13,000 79,709

(0)

7 0 31,258 25,884 57,142 10,981 68,123

(0)

1 0 4,693 4,874 9,567 2,019 11,586

(0)

　（　）内は、短時間勤務職員を外書き

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　  当

時間外勤務
手　　　当

宿日直手当
夜間勤務
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 1,434 2,761 0 667 16 2,155 0 0

前 年 度 1,530 2,091 0 517 16 1,729 0 0

職員手当 比    較 △ 96 670 0 150 0 426 0 0

の 内 訳
休日勤務
手　  当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当
管理職員特
別勤務手当

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 45 2,043 9,107 7,677 3,773 1,080 0 30,758

前 年 度 0 2,043 7,577 6,413 3,368 600 0 25,884

比    較 45 0 1,530 1,264 405 480 0 4,874

区　　分

区    分

本 年 度

前 年 度

比    較

備     考区   分
職 員 数

給　　　与　　　費
法定福利費 合 　計

-500-



  イ　会計年度任用職員

報　酬 給　料 職員手当 計

(人) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

0 1,857 0 712 2,569 405 2,974

(1)

0 1,747 0 656 2,403 368 2,771

(1)

0 110 0 56 166 37 203

(0)

　（　）内は、短時間勤務職員を外書き

扶養手当 地域手当 住居手当 通勤手当
特殊勤務
手　  当

時間外勤務
手　　　当

宿日直手当
夜間勤務
手　　当

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0

前 年 度 0 0 0 0 0 0 0 0

職員手当 比    較 0 0 0 0 0 0 0 0

の 内 訳
休日勤務
手　  当

管理職手当 期末手当 勤勉手当 退職手当 児童手当
管理職員特
別勤務手当

計

(千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円) (千円)

本 年 度 0 0 387 325 0 0 0 712

前 年 度 0 0 357 299 0 0 0 656

比    較 0 0 30 26 0 0 0 56

区　　分

区    分

本 年 度

前 年 度

比    較

備     考区   分
職 員 数

給　　　与　　　費
法定福利費 合 　計
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　(2) 給料及び職員手当の増減額の明細

増減額
(千円) (千円)

給　　料 4,693 給料改定 559  前年度給料改定の状況
に伴う  給料改定率 1.50%
増加分

昇給 398  平均昇給率 1.12%
に伴う
増加分

その他の 3,736  職員の異動等
増減分

職員手当 4,930 制度改正 831 扶養手当  扶養手当の支給対象及び額の見直し
に伴う  配偶者　 6,500円 →  3,000円
増減分  子　　　10,000円 → 11,500円

 行(一)8級職員は配偶者支給なし
地域手当  地域手当支給割合

 6％ → 7％
期末手当 189千円  期末手当支給月数

 2.45月 → 2.50月
勤勉手当 188千円  勤勉手当支給月数

 2.05月 → 2.10月

その他の 4,099
増減分

　(3) 給料及び職員手当の状況

　　職員１人当たりの給料

　再任用短時間勤務職員を除く

　　初　任　給

394千円

区　分
増減事由別内訳

説　　　　明 備　　　　　　　　考

60千円

区　　　　　分 一　般　行　政　職

国　の　制　度

一　般　行　政　職

区　　　　　　　　　　　分 一　般 行 政 職

令和7年1月1日現在

平 均 給 料 月 額 ( 円 ) 373,462

平 均 年 齢 ( 歳 ・ 月 ) 46.10

令和6年1月1日現在
平 均 給 料 月 額 ( 円 ) 370,942

大　　学　　卒 225,600円 220,000円

平 均 年 齢 ( 歳 ・ 月 ) 47.09

高　　校　　卒 194,500円 188,000円
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　　級 別 職 員 数

区　分 職　　員　　数 構　　成　　比
(人)   (％)

0 0.0

(0)

1 12.5

(0)

2 25.0

(0)

3 37.5

(0)

2 25.0

(0)

0 0.0

(0)

0 0.0

(0)

0 0.0

(0)

8 100.0

(0)

0 0.0

(0)

1 14.3

(0)

2 28.6

(0)

1 14.3

(0)

3 42.8

(0)

0 0.0

(0)

0 0.0

(0)

0 0.0

(0)

7 100.0

(0)

　（　）内は、再任用短時間勤務職員を外書き

一　　　般　　　行　　　政　　　職

級

令
　
和
　
7
　
年
　
1
　
月
　
1
　
日
　
現
　
在

8級

7級

6級

5級

4級

3級

2級

1級

計

1級

計

令
　
和
　
6
　
年
　
1
　
月
　
1
　
日
　
現
　
在

8級

7級

6級

5級

4級

3級

2級
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　(級別の基準となる職務)

　　昇 給

　再任用短時間勤務職員を除く

区 分 8 級 7 級 6 級 5 級 4 級 3 級

主 査 補

区 分 2 級 1 級

一般行政職 主 事 主 事 補

一般行政職 部 長 課 長 課 長 補 佐 統 括 主 査
主任主査、

主 査

 8号給(人) 0 0

区　　　　　　　　　　分 合　　　計 一 般 行 政 職

本
　
　
年
　
　
度

職　　　　員　　　　数  (Ａ) (人) 8 8

昇 給 に 係 る 職 員 数  (Ｂ) (人)

昇　給　数　別　内　訳

 2号給(人) 0

6 6

5 5

 6号給(人) 0 0

1

 4号給(人)

0

 3号給(人) 1

比     率   （Ｂ）／（Ａ） 　　   (％) 75.0 75.0

前
　
　
年
　
　
度

職　　　　員　　　　数  (Ａ) (人) 7 7

昇 給 に 係 る 職 員 数  (Ｂ) (人) 5 5

昇　給　数　別　内　訳

 2号給(人) 0 0

 3号給(人) 1 1

 4号給(人) 4 4

比     率   （Ｂ）／（Ａ） 　　   (％) 71.4 71.4

 6号給(人) 0 0

 8号給(人) 0 0
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　　期末手当・勤勉手当

本 年 度 2.300 (1.200) 2.300 (1.200) 4.600 (2.400)

前 年 度 2.250 (1.175) 2.250 (1.175) 4.500 (2.350)

国の制度 2.300 (1.200) 2.300 (1.200) 4.600 (2.400)

　（　）内は、再任用短時間勤務職員の支給率

　　定年退職及び勧奨退職に係る退職手当

20年勤続 25年勤続 35年勤続 最高限度
(月分) (月分) (月分) (月分)

　　地 域 手 当

　　特 殊 勤 務 手 当

区   分

支 給 期 別 支 給 率
支 給 率 計 職制上の段階職務の

級等による加算措置
備          考

 6月(月分) 12月(月分)
(月分)

有

有

有

区   分
そ  の　他　の

備          考
加 算 措 置 等

支 給 率 等 24.586875 33.27075 47.709 47.709

定年前早期退職特例措置
現在、定年前早期退職特例措
置を一時休止

(2%～20%加算)

定年前早期退職特例措置

(3%～45%加算)

支 給 対 象 地 域 全　　　地　　　域

国 の 制 度
(支給率等)

24.586875 33.27075 47.709 47.709

支 給 率 （ ％ ） 7

支 給 対 象 職 員 数 （ 人 ） 8

40.00 40.00

代表的な特殊勤務手当の名称 　　徴収手当

国の指定基準に基づく支給率（％） 7

区　　　　　　　　　　分 全体
一　般
行政職

令和7年1月1日現在

給料総額に対する比率  (％) 0.00 0.00

支給対象職員の比率    (％)
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　　その他の手当

区　分
国 の 制 度
と の 異 同

扶　養　手　当 同 ○配偶者 3,000円

　ただし、行政職給料表（一）８級職員は支給しない

○子 11,500円

　満16歳の年度初めから満22歳の年度末までの子１人につき 5,000円

○父母等 6,500円

　ただし、行政職給料表（一）８級職員は3,500円

住　居　手　当 同 借家・借間

○家賃等の額16,000円以下の場合、無し

○16,000円を超え、27,000円以下の場合、家賃等の額－16,000円

○27,000円を超える場合、（家賃等の額－27,000円）× 1/2

　ただし、17,000円を限度とし、11,000円に加算　　最高28,000円

通　勤　手　当 異 (ア)交通用具利用

　　通勤距離片道

 2㎞　 　  　　未満 －  円

 2㎞以上　　3㎞未満 2,000円

 3㎞以上　　4㎞未満 2,200円

 4㎞以上　　5㎞未満 2,500円

 5㎞以上　　8㎞未満 4,200円

 8㎞以上　 10㎞未満 4,800円

10㎞以上   13㎞未満 7,100円

13㎞以上   15㎞未満 8,100円

15㎞以上   20㎞未満 10,000円

20㎞以上   25㎞未満 12,900円

25㎞以上   30㎞未満 15,800円

30㎞以上   35㎞未満 18,700円

35㎞以上   40㎞未満 21,600円

40㎞以上   45km未満 24,400円

45㎞以上   50km未満 26,200円

50㎞以上   55km未満 28,000円

55㎞以上   60km未満 29,800円

60㎞以上　　　 　　 31,600円

(イ)交通機関利用

利用区間の最長期間定期券等額の月額相当額

最高 150,000円

内　　　　容
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期　間 金　額 期　間 金　額 国県補助金 企業債 その他

千円 令和５年度 千円 千円 千円 千円 千円

下水道事務委託 47,469 ｜ 30,657 令和７年度 15,329 15,329

令和６年度

令和７年度

マンホールポンプ
保守点検業務委託

85,800 - - ｜ 85,800 85,800

令和11年度

令和７年度

処理場運転業務委託 28,050 - - ｜ 28,050 28,050

令和11年度

電気設備保安
管理業務委託

297 － － 令和７年度 297 297

左の財源内訳

債務負担行為に関する調書

事　項 限度額

前年度末までの
支 払 義 務
発生（見込）額

当該年度以降の
支 払 義 務
発 生 予 定 額
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（単位：千円）

１　固 　定   資   産

(1)

ア 土 地 271,527

イ 建 物 50,957

減 価 償 却 累 計 額 △ 12,554 38,403

ウ 構 築 物 29,594,989

減 価 償 却 累 計 額 △ 5,739,011 23,855,978

エ 機 械 及 び 装 置 290,729

減 価 償 却 累 計 額 △ 143,282 147,447

オ 建 設 仮 勘 定 624,392

24,937,747

(2)

施 設 利 用 権 1,094,879

1,094,879

(3)

出 資 金 805

805

26,033,431

２　流   動   資   産

(1) 266,839

(2) 257,783

△ 793

256,990

523,829

26,557,260

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

無 形 固 定 資 産

ア

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

ア

投資その他の資産合計

令和７年度　犬山市下水道事業予定貸借対照表 （税抜き）

（　令和８年３月３１日　）

資　  産　  の　  部

未 収 金 合 計

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金

資 産 合 計
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（単位：千円）

３　固   定   負   債

(1) 5,828,833

(2)

ア 退 職 給 付 引 当 金 20,597

20,597

(3) 0

5,849,430

４　流   動   負   債

(1) 758,081

(2) 112,893

(3)

ア 賞 与 引 当 金 5,325

イ 法定福利費引当金 1,060

6,385

(4) 62

877,421

５　繰   延   収   益

(1) 16,693,150

△ 3,233,558

13,459,592

20,186,443

※賞与引当金取崩し額　　　   4,908

※法定福利費引当金取崩し額     940

（単位：千円）

６　資   本   金         

(1) 5,971,966

5,971,966

７　剰   余   金         

(1)

ア 受 贈 財 産 評 価 額 0

イ 国 庫 補 助 金 101,560

ウ 県 補 助 金 12,198

エ 他 会 計 補 助 金 46,029

159,787

(2)

ア 建 設 改 良 積 立 金 26,798

当年度未処分利益

剰 余 金 212,266
239,064

398,851

6,370,817
26,557,260

資 本 剰 余 金 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

資 本 金

負 　 債　  の 　 部

資 本 金 合 計

負 債 資 本 合 計

長期前受金収益化累計額

引 当 金 合 計

利 益 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　  の　  部

資 本 合 計

資 本 剰 余 金

そ の 他 固 定 負 債

前 受 金

剰 余 金 合 計

イ

企 業 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

長 期 前 受 金

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

引 当 金
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注記 

 

 Ｉ．重要な会計方針 

  １ 固定資産の減価償却の方法 

   (１) 有形固定資産 

      ・減価償却の方法 

        定額法 

      ・主な耐用年数 

        建物     １５ ～ ５０年 

        構築物    １０ ～ ５０年 

        機械及び装置 １０ ～ ３０年 

(２) 無形固定資産 

      ・減価償却の方法 

        定額法 

      ・主な耐用年数 

        施設利用権      ４５年 

 

  ２ 引当金の計上方法 

   (１) 退職給付引当金 

       職員の退職手当の支給に備えるため、当年度の退職手当の期末要支給額に

相当する額を計上している。 

   (２) 賞与引当金及び法定福利費引当金 

       職員（会計年度任用職員を除く。）の期末手当及び勤勉手当の支給並びに

これに係る法定福利費の支払に備えるため、当年度末における支給（支払）

見込額に基づき、当年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月

分）を計上している。 

   (３) 貸倒引当金 

       債権の不納欠損による損失に備えるため、貸倒実績率等による回収不能見

込額を計上している。 

 

Ⅱ．貸借対照表関連等関連 

  １ 企業債の償還に係る他会計の負担 

    貸借対照表に計上されている企業債（当該事業年度の末日の翌日から起算して１ 

年以内に償還予定のものも含む。）のうち、一般会計が負担すると見込まれる額は 

１，０４７，５７１千円である。  

 

 Ⅲ．セグメント情報の開示 

  １ 報告セグメントの概要 

    犬山市下水道事業は、公共下水道事業、農業集落排水事業を運営しており、各事

業で運営方針等を決定していることから、公共下水道事業、農業集落排水事業の２

つを報告セグメントとしている。 

    なお、各報告セグメントに属する事業の内容は以下のとおりである。 
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事業区分 事業の内容 

公共下水道事業 主として市街地から排出される汚水を排除する業務 

主として市街地から排出される雨水を排除する業務 

農業集落排水事業 農業集落排水事業の処理区域から排出される汚水を排除

する業務 

 

 

  ２ 報告セグメントごとの営業収益等 

   当年度（令和７年４月１日～令和８年３月３１日）       （単位：千円） 

 公共下水道事業 農業集落排水事業 合計 

営業収益 549,188 19,326 568,514 

営業費用 1,600,892 70,555 1,671,447 

営業損益 △1,051,704 △51,229 △1,102,933 

経常損益 1,681 1,895 3,576 

セグメント資産 25,772,107 785,153 26,557,260 

セグメント負債 19,593,682 592,761 20,186,443 

その他の項目 

 他会計補助金 

 減価償却費 

 特別利益 

 特別損失 

 有形固定資産及び無形

固定資産の増加額 

 

577,101 

921,491 

2 

601 

349,580 

 

 

34,534 

24,088 

2 

30 

3,359 

 

 

611,635 

945,579 

4 

631 

352,939 

 

 

 Ⅳ．その他 

  １ 引当金の取崩し 

    賞与引当金及び法定福利費引当金の取崩し 

    職員（会計年度任用職員を除く。）の期末手当及び勤勉手当並びにこれに係る法 

定福利費のうち、前年度の負担に属する額（１２月から３月までの４か月分）の支 

給（支払）のため、賞与引当金４，９０８千円、法定福利費引当金９４０千円を取 

り崩すこととする。 
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（単位：千円）

１ 営　 業   収   益

(1) 下 水 道 使 用 料 522,316

(2)
農 業 集 落 排 水 処 理
施 設 使 用 料

4,570

(3) 雨 水 処 理 負 担 金 17,940

(4) 負 担 金 0

(5) そ の 他 営 業 収 益 13,525 558,351

２ 営   業   費   用

(1) 汚 水 管 渠 費 87,827

(2) 処 理 場 費 13,700

(3) 普 及 指 導 費 13,936

(4) 業 務 費 33,293

(5) 総 係 費 57,837

(6)
流域下水道維持管理
負 担 金

424,146

(7) 減 価 償 却 費 912,099

(8) 資 産 減 耗 費 7,136

(9) そ の 他 営 業 費 用 0 1,549,974

991,623

令和６年度　犬山市下水道事業予定損益計算書 （税抜き）

（令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで）

営 業 損 失
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３ 営　 業　 外　 収　 益

(1) 他 会 計 補 助 金 525,936

(2) 補 助 金 10,000

(3) 長 期 前 受 金 戻 入 585,625

(4) 受益者負担金延滞金 0

(5) 受益者分担金延滞金 0

(6) 雑 収 益 204 1,121,765

４ 営　 業　 外　 費　 用

(1)
支払利息及び企業債
取 扱 諸 費

92,333

(2) 雑 支 出 10,901 103,234 1,018,531

26,908

５ 特　 別 　利　 益

(1) 過 年 度 損 益 修 正 益 0

(2) そ の 他 特 別 利 益 0 0

６ 特 　別　 損　 失

(1) 過 年 度 損 益 修 正 損 110

(2) そ の 他 特 別 損 失 0 110 △ 110

26,798

10,204

171,893

208,895当 年 度 未 処 分 利 益 剰 余 金

経 常 利 益

当 年 度 純 利 益

前 年 度 繰 越 利 益 剰 余 金

その他未処分利益剰余金変動額
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（単位：千円）

１　固 　定   資   産

(1)

ア 土 地 254,847

イ 建 物 50,957

減 価 償 却 累 計 額 △ 11,118 39,839

ウ 構 築 物 28,511,099

減 価 償 却 累 計 額 △ 4,869,644 23,641,455

エ 機 械 及 び 装 置 285,487

減 価 償 却 累 計 額 △ 132,939 152,548

オ 建 設 仮 勘 定 483,229

24,571,918

(2)

施 設 利 用 権 1,107,769

1,107,769

(3)

出 資 金 805

805

25,680,492

２　流   動   資   産

(1) 390,267

(2) 168,615

△ 793

167,822

558,089

26,238,581資 産 合 計

有 形 固 定 資 産

有 形 固 定 資 産 合 計

現 金 預 金

未 収 金

無 形 固 定 資 産

ア

無 形 固 定 資 産 合 計

固 定 資 産 合 計

投 資 そ の 他 の 資 産

ア

投資その他の資産合計

令和６年度　犬山市下水道事業予定貸借対照表 （税抜き）

（　令和７年３月３１日　）

資　  産　  の　  部

未 収 金 合 計

流 動 資 産 合 計

貸 倒 引 当 金
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（単位：千円）

３　固   定   負   債

(1) 5,566,106

(2)

ア 退 職 給 付 引 当 金 16,826

16,826

5,582,932

４　流   動   負   債

(1) 758,083

(2) 95,027

(3)

ア 賞 与 引 当 金 4,908

イ 法定福利費引当金 940

5,848

(4) 62

859,020

５　繰   延   収   益

(1) 16,886,165

△ 3,235,382

13,650,783

20,092,735

※賞与引当金取崩し額　　　   4,487

※法定福利費引当金取崩し額     854

（単位：千円）

６　資   本   金         

(1) 5,749,944

5,749,944

７　剰   余   金         

(1)

ア 受 贈 財 産 評 価 額 0

イ 国 庫 補 助 金 101,560

ウ 県 補 助 金 12,198

エ 他 会 計 補 助 金 46,029

159,787

(2)

ア 建 設 改 良 積 立 金 27,219

当年度未処分利益

剰 余 金 208,896
236,115

395,902

6,145,846
26,238,581

資 本 剰 余 金 合 計

前 受 金

剰 余 金 合 計

資 本 合 計

利 益 剰 余 金 合 計

負 　 債　  の 　 部

引 当 金

資 本 金

資 本 金 合 計

資 本 剰 余 金

イ

負 債 資 本 合 計

長期前受金収益化累計額

引 当 金 合 計

企 業 債

企 業 債

固 定 負 債 合 計

長 期 前 受 金

未 払 金

引 当 金

引 当 金 合 計

流 動 負 債 合 計

利 益 剰 余 金

繰 延 収 益 合 計

負 債 合 計

資　　本　  の　  部
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(単位：千円)

　１　業務活動によるキャッシュ・フロー

　　　当年度純利益 26,798

　　　減価償却費 912,099

　　　固定資産除却費 7,136

　　　貸倒引当金の増減額(△は減少) 3

　　　引当金の増減額(△は減少) 3,892

　　　長期前受金戻入額(△は益) △ 585,625

　　　支払利息 92,333

　　　未収金の増減額(△は増加) △ 62,974

　　　未払金の増減額(△は減少) △ 31,660

　　　　小　　計 362,002

　　　利息の支払額 △ 92,333

　　　業務活動によるキャッシュ・フロー 269,669

　２　投資活動によるキャッシュ・フロー

　　　固定資産の取得による支出 △ 1,182,255

　　　国庫・県補助金による収入 240,254

　　　他会計補助金による収入 92,717

　　　受益者負担金による収入 41,155

　　　受益者分担金による収入 0

　　　工事負担金による収入 70,656

　　　下水道整備協力金による収入 7,967

　　　未収金の増減額(△は増加) 0

　　　未払金の増減額(△は減少) △ 272,310

　　　投資活動によるキャッシュ・フロー △ 1,001,816

　３　財務活動によるキャッシュ・フロー

　　　企業債による収入 863,220

　　　企業債の償還による支出 △ 758,085

　　　他会計からの出資による収入 334,220

　　　財務活動によるキャッシュ・フロー 439,355

 

　資金増加額（又は減少額） △ 292,792

　資金期首残高 683,059

　資金期末残高 390,267

(令和６年４月１日から令和７年３月３１日まで)

令和６年度　犬山市下水道事業予定キャッシュ・フロー計算書 （間接法）

-516-



金　　額

1 下水道事業収益 1,880,041

1 営業収益 622,465

1 下水道使用料 572,195

1 下水道使用料 572,195 下水道使用料

2 農業集落排水処理 5,027

施設使用料 1 農業集落排水処理 5,027

施設使用料

3 雨水処理負担金 28,929

1 雨水処理負担金 28,929 雨水処理負担金

4 負担金 1

1 退職金負担金 1 他会計退職負担金収入

5 その他営業収益 16,313

1 手数料 80 排水設備指定工事店手数料

2 農業集落排水事業 16,231 農業集落排水事業維持管理負担金

維持管理負担金

3 雑収益 2

2 営業外収益 1,257,572

1 他会計補助金 611,635

1 他会計補助金 611,635 他会計補助金

2 補助金 15,000

1 国庫補助金 15,000 国庫補助金（汚水）

3 長期前受金戻入 600,817

1 国庫補助金長期 210,933

 前受金戻入

2 県補助金長期 16,209

前受金戻入

3 受贈財産評価額長期 64,142

 前受金戻入

4 他会計補助金長期 230,483

前受金戻入

5 受益者負担金等長期 72,200

前受金戻入

6 受益者分担金長期 6,850

前受金戻入

4 消費税還付金 30,001

1 消費税還付金 30,001

5 受益者負担金 10

延滞金 1 受益者負担金延滞金 10

6 受益者分担金 1

延滞金 1 受益者分担金延滞金 1

7 雑収益 108

1 広告料収入 105 マンホール蓋広告収入

2 その他雑収益 3

3 特別利益 4

1 過年度損益修正 2

益 1 過年度損益修正益 2

2 その他特別利益 2

1 その他特別利益 2

款 項 目
説　　　　明

農業集落排水処理施設使用料

節

区　　分

収益的収入及び支出

　収　入 単位：千円　

予　　　　　　算　　　　　　額

令和7年度　犬山市下水道事業会計予算実施計画明細書 （税込み）
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金　　額

1 下水道事業費用 1,848,041

1 営業費用 1,735,464

1 汚水管渠費 105,864

10 旅費 8 職員旅費

11 備消品費 176 消耗品等

15 動力費 3,912 電気料金

18 印刷製本費 149 マンホールカード

19 修繕費 16,930 構築物修繕費 8,500

機械及び装置修繕費 8,430

22 通信運搬費 1,056 通報装置通信費

23 手数料 2,151 口座振替手数料 2,019

その他手数料 132

25 委託料 81,240 下水道施設管理業務委託料 2,000

マンホールポンプ保守点検委託料

17,161

水質検査委託料 4,647

管路調査委託料 43,356

下水道台帳更新運用委託料 9,253

その他業務委託料 4,823

31 保険料 242 火災保険料 72

下水道賠償責任保険料 170

2 雨水管渠費 6,970

11 備消品費 10 収入印紙

25 委託料 6,960 その他業務委託料

3 処理場費 18,277

14 光熱水費 25 水道料金

15 動力費 6,000 電気料金

19 修繕費 4,082 機械及び装置修繕費

22 通信運搬費 33 通報装置通信費

23 手数料 26 浄化槽法定検査手数料

25 委託料 8,070 施設管理業務委託料 183

電気設備保安委託料 297

処理場運転業務委託料 5,610

汚泥処理業務委託料 1,980

31 保険料 41 火災保険料

5 普及指導費 15,389

25 委託料 15,329 下水道事務委託料

39 補助交付金 60 水洗化改造資金利子補給金

6 業務費 48,698

25 委託料 33,674

35 報償費 15,024 受益者負担金前納報奨金

7 総係費 60,324

1 給料 23,615 職員給

2 手当 14,664 職員手当

3 賞与引当金繰入額 3,635 期末勤勉手当引当金積立

4 法定福利費引当金 期末勤勉手当分法定福利費引当金積立

繰入額 727

5 報酬 1,857 パートタイム会計年度任用職員報酬

6 法定福利費 8,174 共済組合負担金等

7 退職給付費 3,773 退職手当 1

退職給付引当金繰入額 3,771

他会計退職負担金 1

10 旅費 107 職員旅費 31

パートタイム会計年度任用職員通勤手当

76

　支　出 単位：千円　

予　　　　　　算　　　　　　額

節

区　　分

説　　　　明
款 項 目

下水道使用料徴収事務委託料
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金　　額

11 備消品費 113 消耗品等

18 印刷製本費 84 リーフレット印刷

25 委託料 565 財務会計システム保守業務委託料

29 会費負担金 327 日本下水道協会負担金 177

五条川左岸処理区協議会負担金 98

五条川右岸流域下水道推進協議会負担金

17

中部地方下水道協会負担金 24

愛知県下水道協会負担金 11

30 負担金 2,582 研修会参加者負担金 90

部長人件費負担金 2,333

広域化関連負担金 29

土地改良事業団体連合会負担金 130

41 貸倒引当金繰入額 101 貸倒引当金積立

8 流域下水道維持 523,259

管理負担金 40 流域下水道維持管理 523,259

負担金 負担金 444,893

負担金 78,366

9 減価償却費 945,579

44 有形固定資産減価 884,089 建物・構築物等減価償却費

償却費

45 無形固定資産減価 61,490 施設利用権減価償却費

償却費

10 資産減耗費 11,104

46 固定資産除却費 11,104 管きょ等除却費

2 営業外費用 108,946

1 支払利息及び企 107,844

業債取扱諸費 56 企業債利息 105,344 流域下水道債利子 8,883

公共下水道債利子（汚水） 86,067

公共下水道債利子（雨水） 8,549

農業集落排水事業債利子 1,845

58 借入金利息 2,500

2 消費税及び地方 1,001

消費税 62 消費税及び地方消費 1,001 消費税及び地方消費税

税

3 雑支出 101

61 その他雑支出 101

3 特別損失 631

4 過年度損益修正損 630

70 過年度損益修正損 630

5 その他特別損失 1

71 その他特別損失 1

4 予備費 3,000

1 予備費 3,000

91 予備費 3,000

五条川左岸流域下水道維持管理費等

五条川右岸流域下水道維持管理費等

単位：千円　

予　　　　　　算　　　　　　額

説　　　　明
款 項 目

節

区　　分
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金　　額

1 資本的収入 1,644,772

1 企業債 984,000

1 企業債 984,000

1 企業債 984,000 流域下水道事業債 53,300

公共下水道事業債（汚水） 685,400

公共下水道事業債（雨水） 234,100

農業集落排水事業債 11,200

2 出資金 222,021

1 出資金 222,021

1 出資金 222,021

3 補助金 389,044

1 他会計補助金 100,544

1 他会計補助金 100,544 他会計補助金（汚水） 15,200

他会計補助金（雨水） 79,279

他会計補助金（農集） 6,065

2 補助金 288,500

1 国庫補助金 272,400 国庫補助金（汚水） 104,400

国庫補助金（雨水） 168,000

2 県補助金 16,100 県補助金（汚水） 4,100

県補助金（農集） 12,000

4 負担金等 49,707

1 受益者負担金 34,704

1 受益者負担金 34,704

2 受益者分担金 1

1 受益者分担金 1

3 工事負担金 15,001

1 工事負担金 15,001

4 下水道整備協力金 1

1 下水道整備協力金 1

資本的収入及び支出

　収　入 単位：千円　

予　　　　　　算　　　　　　額

説　　　　明節

区　　分
款 項 目
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金　　額

1 資本的支出 2,151,609

1 建設改良費 1,430,334

1 汚水管路建設費 759,935

1 給料 12,336 職員給

2 手当 7,608 職員手当

3 賞与引当金繰入額 1,790 期末勤勉手当引当金積立

4 法定福利費引当金 352 期末勤勉手当分法定福利費引当金積立

繰入額

6 法定福利費 4,152 共済組合負担金等

10 旅費 26 職員旅費

11 備消品費 34 消耗品等

18 印刷製本費 76 納入通知書等印刷製本費

22 通信運搬費 394 郵便料金

23 手数料 2 口座振替手数料

25 委託料 73,604 地下埋設物調査委託料 1,000

測量実施設計委託料 48,125

その他業務委託料 24,479

26 工事請負費 631,561 汚水管きょ布設工事請負費 340,000

汚水管きょ布設付帯工事請負費

85,000

公共汚水ます等設置工事請負費

29,600

公共下水道舗装復旧工事請負費

170,900

その他工事請負費 6,061

28 補償金 28,000 物件移転補償金

2 雨水管路建設費 398,903

25 委託料 76,903 測量実施設計委託料

26 工事請負費 290,000 雨水幹線築造工事請負費

28 補償金 32,000 物件移転補償金

3 汚水管路改良費 197,933

25 委託料 1,300 測量実施設計委託料

26 工事請負費 196,633 汚水管きょ改良工事請負費 194,000

その他工事請負費 2,633

5 処理場建設改良費 3,432

26 工事請負費 3,432

6 営業設備費 16,680

81 有形固定資産購入費 16,680 施設用地購入費

8 流域下水道建設負 53,451

担金 84 流域下水道建設負 53,451

担金 45,420

8,031

2 企業債償還金 721,275

1 企業債償還金 721,275

85 企業債償還金 721,275 流域下水道債償還元金 61,750

公共下水道債償還元金（汚水） 560,574

公共下水道債償還元金（雨水） 79,207

農業集落排水事業債償還元金 19,744

　支　出 単位：千円　

予　　　　　　算　　　　　　額

節
款 項 目

説　　　　明

区　　分

五条川左岸流域下水道建設事業負担金

五条川右岸流域下水道建設事業負担金

処理場機器改良工事請負費
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